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１．はじめに  

 我が国の公共工事の調達に総合評価方式が導入さ

れて一定の期間が経過した．この総合評価方式は，

入札価格と技術に関わる要素を総合的に評価して落

札業者を決定する方式であり，公共工事の品質確保

や著しい低価格入札への対応など，価格のみの競争

によって生じていた課題が解決されることが期待さ

れている．したがって，その実施状況をフォローア

ップしていくことはきわめて重要である． 

 このような視点から最近，総合評価方式の実施結

果や留意事項，課題に関する報告が行われている 1),2)．

一方，総合評価方式は上述したように，従来の価格

に加えて技術力も評価されることから，企業の入札

行動にも一定の影響を及ぼすものと想定される．す

なわち，技術力の高低によって入札価格も変化する

可能性があり，このことは総合評価方式を運用して

いくうえで重要な視点と考えられる． 

以上を踏まえ本研究は，一般に公開されている入

札情報を用いて，個々の入札及び個々の企業に着目

した総合評価方式の実態に関する基礎的な分析を行

うことを目的とする． 

２．分析方法 

(1) 分析対象 

本研究では，国土交通省中部地方整備局発注の一

般土木工事のうち総合評価方式が採用されている入

札を対象に，Web 上の公開入札情報 3)を用いて分析

を行う．期間は平成 18 年 5 月 29 日～平成 19 年 7 月

12 日の約 1 年 1 ヶ月間，入札件数は 244 件である． 

(2) 分析方法 

本研究では既存研究 4),5)を踏まえ，①個々の入札に

着目した分析と，②個々の企業に着目した分析の 2

つを行う．具体的には，①では入札参加者数や落札

率，変動係数などを算定し，②では主に個々の企業

の入札価格と技術評価点との関係について分析する． 

 

 

３．個々の入札に着目した分析 

(1) 入札結果の概要 

①入札件数及び入札参加者数 

本研究で対象とした入札は全 244 件であり，その

うち簡易型は 188 件，標準型は 31 件，高度技術提案

型(Ⅲ型)は 1 件であった．なお，残りの 24 件は入札

公告が入手できなかったため不明である．また，各

入札への参加企業数は平均 6.1 社，最大 23 社，最小

1 社であった． 

②落札率 

落札率は平均 90.2%，最大 99.9%と高くなっている．

これは予定価格を超えた入札が多く行われているこ

とが関係しているものと推察される．一方，落札率

の最低は 60.0%であり，この入札を含め 15 件が低入

札価格調査の対象となっている．  

③入札価格の変動係数 

個々の入札における各企業の入札価格のばらつき

程度について，工事規模の影響を除外した統計量で

ある変動係数を用いて算定した結果，平均 6.3%，最

大 27.2%，最小 1.1%であった．この変動係数と入札

参加企業数との関係を示したのが図-1 である．これ

より，入札参加企業数の大小に関わらず，変動係数

は概ね 0～10%となっていることが分かる． 
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図-1 入札参加企業数と変動係数の関係 
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(2) 最低価格入札者以外の落札状況 

総合評価方式の特徴である最低価格入札者以外の

企業が落札した入札は 32 件であった．このうち標準

型が 11 件，簡易型が 17 件であり，標準型における

割合が高くなっていることが分かる．なお，残りは

入札公告を入手できなかったため不明である．  

この 32 件の入札について，落札企業の入札価格と

技術点が，非落札企業のそれらと比較してどの程度

の水準であるかを見ておくことは重要である．それ

を示したものが表-1 である．これより，「技術点は平

均点より高く，入札価格は平均値より低い」企業が

落札しているケースが 24 件と最も多くなっている．

つまり，依然として価格が落札の大きな要因になっ

ていること，一方，技術点は平均の水準以上確保さ

れていることが分かる． 

 

表-1 落札企業の価格及び技術点の水準 

 

 

４．個々の企業に着目した分析 

ここでは主に個々の企業の入札価格と技術力との

関係について分析する．総合評価方式は入札価格に

加えて技術力も評価されることから，例えば技術力

が高い（と考えている）企業は入札価格を高めに設

定するなど，企業の入札行動にも影響を与えること

が想定される．ここで，各企業の入札価格とその入

札における落札価格との乖離率は式(1)で表される． 

価格乖離率(%)＝｛（入札価格－落札価格） 

／落札価格｝×100  …………… (1) 

なお，価格乖離率が 0 の場合はその企業が落札者

であることを示している． 

以上に基づき 244 件の入札結果を用いて，入札に

参加した全ての企業の技術評価点の加算点と価格乖

離率との関係を示したものが図-2 である．これより

加算点と価格乖離率との間には明確な関係は認めら

れず，加算点の高い企業が落札者と比べ高い入札価

格を設定しているとは必ずしも言えない． 

また，多くの企業が「加算点 10～20 点，価格乖離

率 0～20%」の範囲内に集中していることが分かる．

このことは，平均的な技術を有する多くの企業が，

低い価格水準での入札を行っている実態を示したも

のとも言えよう．   

一方，落札者の加算点の度数分布を示したものが

図-3 である。これより，落札者の加算点も 15 点～20

点を中心に分布していることが分かる． 
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図-2 加算点と価格乖離率の関係 
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図-3 落札企業の加算点の分布 

 

５．おわりに 

本研究では公開入札情報を用いて総合評価方式の

実態分析を行った．今後の課題として，工事の種類

や規模との関係を考察すること，企業の入札行動に

関する分析を深度化することなどが挙げられる． 
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